
商業登記電子証明書の

リモート署名方式の導入について

令和７年10月２日 法務省・デジタル庁



事業者向け行政サービスの全体像における認証・署名機能
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• 認証機能や署名機能は事業者向け行政サービスにおいて共通的に必要とされる機能である。現在は認証機能としてGビズID、
署名機能として商業登記電子証明書を提供している。

• 認証・署名機能の一体化に向け、 2026年7月から、商業登記電子証明書についてGビズIDと連携したリモート署名方式を導
入する予定。

スマートフォンのGビズIDアプリを用いて
オンラインで商業登記電子証明書の電子署名が
できるようになる（2026年7月～）



GビズIDについて

◼ GビズIDは、事業者（法人・個人事業主）が一度アカウントを取得すると、国・自治体等が提供する220以上のウェブサイトに
ログインできる認証サービス。2019年に運用を開始し、利用者数は着実に増加中。

◼ 補助金申請、社会保険手続、その他許認可等のオンライン行政手続サービスへのログインが可能になり、事業者向け行政手
続のオンライン化に寄与。

【GビズIDでログインできるサービスの例】

【現状の利用状況】（2025年8月末時点）

• 登録ユーザー数 約136万者 (法人：個人=8：2)

• 年間ログイン数 2650万件（令和６年度）

• 連携システム数 224システム（17府省庁、129自治体）

1つのIDで複数の行政手続に認証(ログイン)できる

これまでは電子証明書や、登記事項証明の写し等バラバラな本人確認手法だったのを共通の
ログインシステムで標準化

１

マイナンバーカードによる本人確認で手続毎の存在確認書類が不要に

これまでは手続ごとに存在確認書類（登記事項証明書等）を取り寄せていたものが不要に
２

GビズIDプライムでは2要素認証を通じてセキュリティにも配慮３
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東京都中央区日本橋茅場町一丁目２番１号

第一電気機器株式会社

会社法人等番号

公告をする方法 当会社の公告は、東京都において発行される日本新聞に掲載する

取締役 甲　野　太　郎 何年何月何日重任

何年何月何日登記

取締役 乙　野　次　郎 何年何月何日重任

何年何月何日登記

東京都文京区目白台一丁目２１番５号 何年何月何日重任

代表取締役 甲　野　太　郎 何年何月何日登記

           これは登記簿に記録されている現に効力を有する事項の全部であることを証明

       した書面である。

                           　       何  年  何  月  何  日

                     　　   ○○法務局○○出張所

                             　　　　登記官                                                            ○ ○ ○ ○ 　職印

東京都中央区日本橋茅場町一丁目２番１号

商　号

本　店

目　的

役員に関する事項

会社成立の年月日

（中略）

（略）

第一電気機器株式会社

００００－００－００００００

何　年　何　月　何　日

１．家庭電器用品の製造及び販売

２．家具、什器類の製造及び販売

３．光学機械の販売

４．電子複写機の販売

５．前各号に附帯する一切の業務

現 在 事 項 全 部 証 明 書説明

電子認証登記所が付番する電子証明書の固有のシリアル番号

電子証明書発行者が電子証明書に対して行う電子署名に使用す

る署名の方式を表す識別符号（OID）

国名、組織名、組織単位名、発行者たる登記官の表示（英語）

電子証明書発行者の公開鍵のハッシュ値

電子証明書発行申請人が設定した電子証明書の証明期間の始期

と終期

会社代表者の任意により表示される会社の商号・代表者氏名の

ローマ字等による表記と公開鍵の情報

商号
会社の商号の表音・略語・略称をローマ字等で表したもの（非

登記事項）（会社法人等番号に続けて記録される。）

氏名
氏名の表音をローマ字で表記したもの（非登記事項）（役員番

号に続けて記録される。）

公開鍵の暗号方式 会社代表者の公開鍵の暗号方式を表す識別符号（OID）

公開鍵・ハッシュ値 会社代表者の公開鍵の値及びそのハッシュ値

認証の方針等を表したもの

公開鍵の帰属する会社代表者に関する登記情報に基づく情報

商号 （登記事項）【例】第一電気機器株式会社

本店 （登記事項）【例】東京都中央区日本橋茅場町一丁目２番１号

資格 （登記事項）【例】代表取締役

氏名 （登記事項）【例】甲野太郎

会社法人等番号 （非登記事項）

管轄登記所 会社の登記を管轄する登記所の名称（非登記事項）

発行者が電子証明書に対して行った電子署名の値

会社代表者（公開鍵所有者）に

関する情報（英数字）

電子署名

会社代表者（公開鍵所有者）に

関する情報（日本語）

事項

電子証明書の番号

電子証明書の発行者（電子認証

登記所の登記官）に関する情報

電子証明書の証明期間の始期と

終期

認証ポリシー（英語・日本語）

商業登記電子証明書について

◼ 「商業登記電子証明書」は、会社・法人等の登記情報に基づき、登記所（法務局）が会社・法人の代表者等に対して発行する電子証

明書。

◼ 法人の電子取引や電子申請の場面で、紙の世界における実印・印鑑証明書に相当する制度として2000年に創設された。

◼ 「商業登記電子証明書」で証明される事項は、会社・法人等の登記情報に裏付けられているため、高い信頼性を持つ。

商業登記電子証明書の主な記録事項
（株式会社代表者の場合）

登記事項の例
（株式会社の場合）

登記事項との一致を審査の上、発行 4



商業登記電子証明書の利用について

◼ 商業登記電子証明書は、国・地方公共団体等に対するオンラインでの多くの申請・届出等において利用可能。

   主な行政手続・サービスは以下の例のとおり。

◼ なお、企業間の電子契約に用いることも可能。

※ 主要な行政手続・サービスを例示したもので、利用可能なものは上記に限られない。

＜商業登記電子証明書が利用可能な行政手続・サービスの例＞
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商業登記電子証明書が抱える課題

◼ 現在の商業登記電子証明書においては、ローカル署名方式（ファイル形式）により電子署名を付与している。

◼ ファイル形式では、電子証明書ファイル（商業登記電子証明書と署名鍵を含むファイル）を保存している特定の端末（パソコン）で電子署

名を行う必要がある。

    → ① 電子署名ができる環境が限られる。

◼ また、電子証明書ファイルは複製が容易に可能

→ ② 適切な管理が難しくなるおそれがある。

発行申請

電子証明書取得

利用者 登記所
コピー

保存 パソコン

スマホ
電子署名

電子署名

１ 電子署名ができる環境が限られる 2 適切な管理が難しくなるおそれ

電子署名

第三者

パスワード等を何らか
の方法で取得

代表者

リモート署名方式の導入へ

※悪意ある第三者によるなりすましが発生するおそれ
6



7

商業登記電子証明書について、2026年7月からGビズIDと連携したリモート署名方式を導入。

スマートフォンのGビズIDアプリを用いて、オンラインで電子署名ができるようになる。

ID

現行（ローカル署名）

オンライン
手続システム

認証

ダウンロード

アップロード

署名

ローカル署名アプリ

オンライン
手続システム

リモート署名

連携署名認可

Web署名アプリ

認証

スマートフォン等

GビズID

今後（リモート署名）

• 署名鍵はPCにファイル形式で保管される

⇒電子署名ができる環境が限られる

• 署名鍵を含むファイルは容易に複製が可能

⇒適切な管理が難しくなり、不正利用のおそれも

メリット

① 署名鍵と商業登記電子証明書はクラウド上で保管される

② 電子証明書の発行準備や管理はブラウザでできるようになる

③ ＧビズＩＤとの連携により、ＧビズＩＤアプリを用いてオンラ

インで電子署名ができる

課題

署名鍵

署名鍵



メリット① 署名鍵はクラウド上の安全なハードウェアに保管

◼ 現在は、署名鍵を含む電子証明書ファイルは、利用者のローカル環境の端末にファイル形式で保管されている。

◼ 今後は、厳重に管理されたクラウド上のハードウェアに保管される形へ移行。これにより、署名鍵の漏えいを防ぎ、安全性の向上を図

る。
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メリット② 電子証明書の発行準備や管理をブラウザに移行し、管理の負担を軽減

◼ 現在、商業登記電子証明書の発行準備や管理は、法務省が提供するソフトウェア「商業登記電子認証ソフト」を利用者がパソコンにインス

トールした上でローカル環境で行う必要がある。

◼ 今後は、同ソフトウェアの代わりに、ブラウザベースのウェブサイト（商業登記電子認証ポータル（仮称））の運用が開始する予定（同ソフ

トの提供は停止）。これにより、GビズIDを用いて同サイトにアクセスすれば、どこからでも商業登記電子証明書の発行準備、取得、管理が

可能になる。

現行 今後

• 法務省HPからソフトをダウンロード
• Windowsのみ対応

• ブラウザからアクセス
• GビズIDでログイン
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メリット③ ＧビズＩＤとの連携により、ＧビズＩＤアプリを用いてオンラインで電子署名ができる

◼ 商業登記電子証明書のリモート署名方式では、スマートフォンのＧビズＩＤアプリで署名認可（※）ができる。

◼ 利用者はＧビズＩＤアカウントの取得が必要。

10

① ブラウザ上のオンライン手続きシステムにアク

セスし、電子署名を付与するファイルを選択

する。

② 画面上に認可コードと呼ばれる４桁の数字

が表示される。

③ GビズIDアプリ（スマートフォン用アプリ）を

開き画面上に認可コードを入力する。

④ 署名が完了する。

① ②

③

④

具体的な操作手順のイメージ（オンライン手続きシステム上で署名する場合）ＧビズＩＤアプリの
画面イメージ

※電子署名を付与することについて承認を行うこと



（参考）リモート署名付与のしくみ（現行と今後の比較）
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〇現行（上）

• 申請ユーザーは別途ローカル署名アプリ（ローカル環境のソフトウェア）を用いて申請書等に電

子署名を付与し、オンライン手続きシステムにアップロード。

• ローカル署名アプリは、PC内にファイル形式で保管されている電子証明書ファイルの署名鍵を利

用して、申請書に電子署名を付与する。

〇今後（左下）

• 申請ユーザーは、オンライン手続きシステムにおいて、電子署名を付与したい申請書等を選択し、

ＧビズＩＤアプリを介してオンラインで電子署名を付与する。

• オンライン手続きシステムはリモート署名システムに対して署名要求（「署名を行ってください」とい

う要求）を行う。要求を受けたリモート署名システムは、申請ユーザーのGビズIDアプリからの承

認を経て、クラウド上にある申請ユーザーの署名鍵を使ってオンライン上で電子署名を付与する。

〇今後（右下）

• リモート署名システムの導入後も、これまでと同じように、ローカル署名アプリを用いて電子署名を

付与することを可能とするため、リモート署名方式に対応する署名ドライバを提供。

• 署名ドライバを用いる場合、申請ユーザーはローカル署名アプリを開いて申請書等に電子署名を

付与し、オンライン手続きシステムにアップロード。

• ローカル署名アプリの署名要求は、署名ドライバを通してリモート署名システムに行われる。



商業登記電子証明とGビズIDの現状比較と今後の目指す姿

現行商業登記電子証明書
（署名）

GビズID
（認証）

ＧビズＩＤ＋新商業登記電子証明書
（認証＋署名）

サービス開始 2000年 2020年 2026年7月

ユーザー数 約8.6万社 約136万者 納税申告ベースの法人数：約280万社

対象ユーザー 法人 法人・個人事業主
法人・個人事業主
（署名は法人のみ）

接続システム数 12以上 224
原則全ての

事業者向け行政手続
システムを目指す

所管 法務省 デジタル庁 デジタル庁＋法務省

◆ 商業登記電子証明書のリモート署名化を契機として一体的に運用することで、認証・署名の利便性を向上。

◼ GビズIDは、現在130万者を超える法人・個人事業主をユーザに持つ。商業登記電子証明書をGビズIDと連携させることで、商

業登記電子証明書を用いた電子署名の利用体験の向上・事業者による利用を促進。

◼ これまで商業登記電子証明書システムは法務省の所管であったが、今後はデジタル庁と法務省で共同運用していくこととしており、

署名機能と認証機能の一体化を進める。
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（参考）商業登記電子証明書に関する政策の方向性

【重点政策】 ○[No.1-80] 商業登記電子証明書の普及等 

・商業登記電子証明書について、2025年度よりリモート署名方式の開発に着手し、認証局の更改を進め、2026年7月よりGビズ

IDと連携した運用開始を目指す。加えて、幅広い利用拡大のため、利用体験の向上に向けたUI/UX等の改善や事業者向け行政

サービスとの連携準備を進める。

・また、セキュリティ対策の観点から、GPKIブリッジ認証局の新暗号対応に合わせて、2030年度を目処に新暗号方式への移行を目指

し、早期に課題等の整理を行う。

具体的な目標：・リモート署名の実現（2026年7月）

      ・認証局の更改（2026年3月）

      ・認証局の新暗号方式への移行（2030年度目処）

主担当省庁：デジタル庁 

関係府省庁：法務省

●デジタル社会の実現に向けた重点計画（令和７年６月13日閣議決定）
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▼リモート署名方式導入に関するご案内（2025年9月3日公表）

法務省｜リモート署名方式の導入について

デジタル庁｜商業登記電子証明書のリモート署名の導入についてお知らせします

▼GビズIDについて

デジタル庁｜デジタル庁｜GビズID（法人・個人事業主向けアカウント）の概要

▼商業登記に基づく電子認証制度について

法務省｜法務省：商業登記に基づく電子認証制度

（参考）その他の参考情報
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https://www.moj.go.jp/MINJI/minji06_00030.html#remote_sign:~:text=%EF%BC%91%EF%BC%90%E3%82%92%E5%89%8A%E9%99%A4-,%E3%83%AA%E3%83%A2%E3%83%BC%E3%83%88%E7%BD%B2%E5%90%8D%E6%96%B9%E5%BC%8F%E3%81%AE%E5%B0%8E%E5%85%A5%E3%81%AB%E3%81%A4%E3%81%84%E3%81%A6,-%E6%B3%95%E5%8B%99%E7%9C%81%E5%8F%8A%E3%81%B3
https://www.digital.go.jp/news/d0a6665d-8e21-4e12-8859-c522dd5f836c
https://pr.gbiz-id.go.jp/
https://pr.gbiz-id.go.jp/
https://pr.gbiz-id.go.jp/
https://pr.gbiz-id.go.jp/
https://pr.gbiz-id.go.jp/
https://www.moj.go.jp/ONLINE/CERTIFICATION/
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